様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2024年　2月　29日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） こうようこうさんかぶしきがいしゃ  
一般事業主の氏名又は名称    光陽興産株式会社  
（ふりがな）  なかにし　りゅういち   
（法人の場合）代表者の氏名  中西　竜一  印   
住所　〒933-0874　富山県高岡市京田619

法人番号　5230001009995　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	光陽興産株式会社 DX戦略2023

	公表日
	2023　年　11　月　27　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公開https://koyokousan.jp/dx/

「光陽興産株式会社 DX戦略2023」PDF URL
「1.DX推進における基本方針」
「6.DX推進シナリオ」の箇所
https://koyokousan.jp/wp-content/themes/original/img/company_dx/koyokousan-dx-strategy-2023.pdf?update=20240227

	記載内容抜粋
	〇DX推進における基本方針
1．バックオフィス業務は効率性を重視し、業務の最適化により残業を削減する。
2．デジタル技術を活用し、従業員が働きやすく定着しやすい環境をつくる。
3．BIツールを活用したデータドリブン戦略により、　　　　お客様に対して付加価値の高いサービス提供を行う。
4．DX人材の育成を行う。
〇DX推進シナリオ
業務自動化
RPAやGASを導入し、業務の自動化を推進。
（例）各システムからのCSVデータダウンロード等のルーティン作業を自動化し、効率化を図る。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	社内プロセスに基づき、取締役会の承認を得て進めていきます。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	光陽興産株式会社DX戦略2023

	公表日
	2023　年　11　月　27　日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公開
https://koyokousan.jp/dx/

「光陽興産株式会社 DX戦略2023」PDF URL
「6.DX推進シナリオ」の箇所
https://koyokousan.jp/wp-content/themes/original/img/company_dx/koyokousan-dx-strategy-2023.pdf?update=20240227

	記載内容抜粋
	〇DX推進シナリオ
バックヤード業務のデジタル化
・IT活用によるデータ可視化
Looker Studioを活用して、残業が多い部署や社員および現場ごとの施工状況の可視化を実施。現場ごとの進捗を正確に把握することができるようになり、適正な人員配置やアウトソーシングの活用により、残業時間を削減。
・ノーコードツールの導入
管理方法がバラバラになっている各データを集約する基幹システムを構成する。
各データの結合によりさらなるデータ活用を可能にし、業務効率化に繋げる。（例）顧客情報、売上情報、在庫情報、経費情報等

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	社内プロセスに基づき、取締役会の承認を得て進めていきます。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公開
https://koyokousan.jp/dx/

「光陽興産株式会社 DX戦略2023」PDF URL
「3.DX推進体制」
「4.DX人材育成に向けた取り組み」
「6.DX推進シナリオ」の箇所
https://koyokousan.jp/wp-content/themes/original/img/company_dx/koyokousan-dx-strategy-2023.pdf?update=20240227

	記載内容抜粋
	〇DX推進体制
代表取締役社長と経営企画部 DX推進室が、事業横断でDXを推進していきます。
〇DX人材育成に向けた取り組み 
・ITツール（iPad等）活用研修：レベルに分けた開催でステップアップ
・ルッカースタジオ勉強会：ツールを活用した、成功事例の共有
・データドリブン大会：データ分析による「成果」の発表
・外部研修への参加：必要に応じてGAS等の外部研修に参加しスキルアップを図る
〇DX推進シナリオ
組織体制の変革
・DX推進室の設立
・組織横断チームの設立
・部門横断的なお客様支援



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公開
https://koyokousan.jp/dx/

「光陽興産株式会社 DX戦略2023」PDF URL
「5.デジタルツールの活用」の箇所
https://koyokousan.jp/wp-content/themes/original/img/company_dx/koyokousan-dx-strategy-2023.pdf?update=20240227

	記載内容抜粋
	〇デジタルツールの活用
当社は、DX推進のために下記のデジタル技術の導入や環境整備に取り組んでいます。
一部抜粋
chatwork：情報共有・コミュニケーションツール
Googleスプレッドシート：データ管理のクラウド化
iPad：業務ツールとして全社員にiPad配布
ルッカースタジオ：データ分析ツールによるデータドリブン経営
ZOOM、LINE：物件内見・重要事項説明のオンライン化



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	光陽興産株式会社DX戦略2023


	公表日
	2023　年　11　月　27　日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公開
https://koyokousan.jp/dx/

「光陽興産株式会社 DX戦略2023」PDF URL
「2.DX推進プロジェクト達成状況をはかる指標」の箇所
https://koyokousan.jp/wp-content/themes/original/img/company_dx/koyokousan-dx-strategy-2023.pdf?update=20240227

	記載内容抜粋
	〇DX推進プロジェクト達成状況をはかる指標
1.業務効率化による、1人当たり残業時間の削減
2022年度　実績　15時間/月
2026年度　目標　5時間/月

2.DX人材の育成
2026年度　目標
①ITパスポート資格所持者：20名
②BIツール　活用者：全社員
　　　　　　作成者：全社員の50％



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　2023　年　11　月　27　日


	発信方法
	当社コーポレートサイト内「DX戦略」の「光陽興産株式会社 DX戦略」にて現在の取り組み状況について発信している。
https://koyokousan.jp/dx/

	発信内容
	光陽興産株式会社は、急速に進むデジタル化の波に対応するため、近年デジタル化とIT化を更に推し進めています。
2019年には全社員にタブレット端末を配布し、クラウド型グループウェアサービス等を駆使して業務の効率化を図り、残業削減対策を行いました。

今後の展望として、DX化を一層推し進め、掲げたビジョンを実現するために努力してまいります。ルッカースタジオなどのBIツールを使用し、データを視覚化し、お客様満足度向上を目指す施策をスピーディに展開し、市場の急速な変化とお客様のニーズに迅速に対応できるデータドリブン経営を実現していきます。

光陽興産株式会社
代表取締役社長　中西　竜一



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2023　年　6　月頃　～　2023　年　8　月頃


	実施内容
	「ＤＸ推進指標自己診断フォーマット」による自己分析を行い自己診断結果提出しています。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2023　年　7　月頃　～　継続実施中

	実施内容
	2023年7月にSECURTIY ACTION制度に基づき二つ星の自己宣言を実施しております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類


	


備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

